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北田淳子著 

『原子力発電世論の力学－リスク・価値観・効率性のせめぎ合い』 

（大阪大学出版会、2019 年） 

         

吉野 諒三（同志社大学） 

 

世論の「データの科学」 

本書は、原子力安全システム研究所

(INSS)の北田淳子氏が過去 20 年以上にわ

たる原子力に関する世論調査・住民意識調

査等の結果を中心に、大阪大学の学位論文

として計量社会学的解析をまとめたもので

ある。関西から林知己夫先生（元・日本世論

調査協会会長）の渋谷オフィスに、長年通

われ御指導を受けていたのを端から見てい

た私は、林の「データの科学」が具現された

著作として、感慨を持って読了した。近年、

「データ・サイエンス」ばやりだが、机上だ

けの論理が横行しているのに閉口している

ものには、快挙である。 

ただし、テーマが「原子力発電」である限

り、「３.11」を経験した日本にとって、その

扱う仕事は限りなく重い。林先生は 2002 年

に逝去されたので、北田氏への御指導が続

いたのは３.11 のかなり以前までである。

私自身も林先生とともに INSS の共同研究

にわずかながらも関与し、原子力に関する

世論調査・住民調査について学んだ頃のこ

とを考えると、林先生が 2011 年の重大事故

とその混乱を目撃していたら、どのように

おっしゃるであろうかという思いがある。 

筆者は、３.11 以前の一時期、日本原子力

学会の世論調査研究チームへのアドバイ

ザーとして参画していた事があったが、そ

の時、原子力学会が大学や企業や政府等の

各方面からの会員で構成されており、会員

の原子力に関する科学知識のレベルや立場

も多様であることを知った。３.11 が起き

て、委員会で、「皆で世の中に謝罪すべき」

と真摯に声を上げていた内閣府の参与の顔

が浮かぶ。 

通常、社会意識調査では、予期せぬ事故

の影響を「計画的」には調べ得ないので、そ

のような事態にも備え長期継続調査のため

の調査票を作成する。しかし、いざこのよ

うな大規模災害が生じてしまうと、人々の

気持ちを考え、調査を遂行し難いことに気

づく。そもそも調査どころではなく、いま

までこのような大災害は起こらないと信じ

こまされ、些細な事故でも住民たちが「過

度な」不安を生じないように調査を遂行し

てきたはずが、その大前提がひっくり返さ

れ、自身の気持ちが追い込まれた人も多か

ろう。 

日本全体がこのような事態を経験した後

の今、本書が出版された意義は深く、責任

も重い。本書の著者も、その苦悩を背負っ

て、過去 30 年ほどの研究と人生に対峙しな
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がら、本書の執筆を進めたものと推察され

る。 

 

本書の幾つかの章について、簡単に触れる。 

第１章「世論とは何か…」では、調査研究

者が日々、議論し、認識を深めていかねば

ならない１つ１つの事柄が、丁寧に取り上

げられている。この部分だけでも、社会的

課題解決のための林知己夫の「データの科

学」の神髄が見られるので、調査の入門者

から熟練の専門家までも目を通す価値はあ

る。 

第２章「原子力発電に対する態度の基

底．．．」は、戦後日本の原子力への反発と原

子力発電導入の歴史が、マスメディア、住

民運動、各時代の事件、政党と労働組合、映

画やテレビの扱いなど、詳細に描かれてい

る。『日本の社会主義 原爆反対・原発推進

の論理』（加藤哲郎, 2013, 岩波書店）、『原

発と原爆』（有馬哲夫, 2012, 文春新書） な

ど、歴史を鋭く探究している人々の著作と

並行して読むと、奥の深いものを見つける

だろう。 

著者は、本書では原子力発電所建設の賛

成派と反対派のどちらにも組みしないよう

に、誠実に慎重に書き進めている。著者自

身は、関西電力・INSS の所員であるが、そ

れ故に、同研究所が創設以来、林知己夫先

生の指導の下に発展して、客観的に科学的

な調査を進めて得られた研究成果を発表す

るという理念と態度を守る姿が見られる。

著者は、本書の内容は同研究所や電力会社

の意見や立場ではないことを繰り返し強調

しているが、研究者も企業も信頼を保つに

は、自身に不利なデータも含めて、信頼で

きる科学的データ、客観的データをありの

まま公表しながら、それに基づく施策を続

ける以外にはなかろう。 

世論調査や政府調査は、戦後、統計学的

に厳密で実践的なシステムが確立されてき

たはずである。世論調査の方は、草創期の

統計学者らが関与し続けてきたが、政府統

計の方はいったん方法が確立すると、あと

は経済など各分野の専門家に任せてきた。

そして、近年、政府統計の不正問題が発覚

した。信頼を築くのは長年月かかるが、壊

れる時は一瞬である。世論調査の方は、政

府もマスコミも相応の規模のプロパー集団

を置くシステムが崩れ久しいが、大丈夫で

あろうか。厳密な計算法では「回収率」は

20％程度のＲＤＤ電話調査を、「回答率」50

数％と称して記事を書いていては、見る人

が見れば、統計的調査法を知らぬ大衆を惑

わすものとして信用を落とすだけである

(吉野・前田・松本他, 2018, よろん,121 号, 

pp.34-39)。 

６章の p.148 では、通常は避けるべき質

問の「ダブルバーレル」を敢えて用いる「高

等テクニック」の極意が書かれている。具

体的には、INSS 継続調査の原子力発電利用

についての質問で、「１．安全性には配慮す

る必要があるが、原子力発電を利用するの

がよい」「２．安全性には多少不安があるが、

現実的には原子力発電を利用するのもやむ
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を得ない」「３．高いコストや環境への悪影

響がともなうにしても、原子力発電よりも

安全な発電に頼る」「４．不便な生活に甘ん

じても、原子力発電は利用すべきではない」

から、１つ選択となっている。１と２は利

用肯定、３と４は利用否定とされる。しか

し、１と２は、安全や環境や電力消費とい

う異なる観点が組み合わされているので、

ダブルバーレルと見られ得る。しかし、林

は「賛成か、反対かという発想では、日本人

の現実的な心をとらえることはできない。

こういう見方で多くの人が考えているわけ

ではないからである」とする。すでにマス

コミ機関が「賛成か反対か」の調査を報告

している中で、同じような調査を繰り返す

必要はない。利用している現状を前提にし

て、その現状が支持されているのか、それ

とも方向転換が望まれているのかを捉えよ

うとしているので、利用しない場合の選択

肢には代替の視点を入れ、コストや環境、

電力消費の負担を含んだものとした。これ

らの４選択肢は、数量化Ⅲ類で一次元ス

ケール上にほぼ偏らずに位置づけられるこ

とを確認している。表面上の辞書的な意味

での対称性で満足するのではなく、日本人

という回答集団と回答選択肢との相互関係

で「尺度」が構成されるという「林の数量

化」の極意である。 

このあたりは、1980 年前後に林知己夫が

飽戸弘、林文らとともに研究した「基底意

識構造」の研究（「お化け調査」）で、選択肢

群に敢えて複数の次元（感情、興味など）を

交え、１つだけ選択させることによって、

回答者のパーソナリティを分類するテク

ニックの開発が起源にあったろう。因みに、

この問題は、林知己夫や鈴木達三が関与し

た「死刑制度存廃問題」における選択肢「廃

止すべき」「(存続も)やむを得ない」の非対

称性にも繋がる(吉野,2019,行動計量学会

大会抄録集、pp.92-95)。 

質問文の表現については、『世論を探し求

めて』（西平重喜著,2009,p.345,ミネルヴァ

書房）から、「各調査主体が別々の言葉で質

問し、質問の仕方によって評価が変わるか

どうかの方が大事なこと」「世論調査の限界

から離れてはならないが、多角的な質問が

なされ。それらを比較・総合することが望

ましい」を引用しているが、これも調査質

問を机上の論理に終わらせないために重要

な視点である。単にどの表現が正しいか、

最適であるかではなく、「質問」と「回答者」

との相互作用の中で「意見（世論）」が現れ

るのであり、質問表現のヴァリエーション

で、変化する回答か、安定しているかで意

見の堅さを見ることも重要である。 

７章では、「現地積み上げ方式」という林

知己夫が考案したサンプリング法が紹介さ

れている。個人情報保護の風潮が急速に高

まり、企業や民間団体では世論調査・住民

調査のために住民基本台帳の利用が困難と

なり、リストからの統計的無作為標本抽出

はでき難くなった。そのような場合、ラン

ダムルートサンプリングや割り当て法など

が用いられる事が多いが、通常は厳密な回
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収率計算ができないので、「科学的世論調査」

ができないということになる。そこで、地

点抽出は人口比例で、各地点ではランダム

ルートサンプリングのように、地図上（あ

るいは道路や町名番地などのリストから）

無作為に抽出されたスタートポイントから

道路に沿って３軒目ごとに訪問し、各家で

調査対象者（例えば成人）の数を尋ね、リス

トとして積み重ね、例えば３人ごとに調査

相手を求めるのである。通常のランダム

ルートサンプリングや、世帯を無作為抽出

する他の方法では、各世帯の調査対象者数

によって回答データの重み付け調整をしな

ければならないが、実際には回答協力率は

主婦層が多いので、それにその重み付けを

すると回答全体でさらに主婦層の意見が支

配的になってしまい、重み付け調整の是非

が問題になる。「現地積み上げ方式」ではこ

の問題が避けられる。この調査は、行動計

量学会の優秀賞に結びついた(北田[2011],

行動計量学,38(1),13-32）。ただし、残念な

がら、この方法は世帯人数のみ尋ね調査は

しない世帯も出てくるなど、住民に不信感

をもたれかねず、実施はベテラン調査員を

要すなどの別の課題を抱え、近年の調査で

は用いられなくなったそうである。 

各章末もまとめがあるが、11 章は本書全

体のまとめを与え、今後の展望も記されて

いる。特に p.336 では、内閣支持調査とは

異なる原発世論の安定性を指摘している。

また、p.343 では福島の事故後も、世論が原

子力発電からの完全脱却に変化しないのは、

効率性の要素が軽視されないからであると

結論づけているが、正直、躊躇するものが

ある。 

 

アカデミックな点では、Inglehart のポス

トモダンの理論からのデータ解析が述べら

れている。本書は、博士論文が主体である

ので、その要件としてのいわゆる「基礎的

な学術研究」の形式の中に組み込む必要が

あったのであろう。しかし、１つの著作と

しては、そのようなアカデミックな装い、

社会学的モデル、Inglehart らの「ポストモ

ダン理論」との絡みは、前半に書かれた社

会的課題への挑戦の成果、現実との真剣な

格闘を、むしろ低めてしまっているように、

評者には感じられた。これは、著者への批

判というより、アカデミックな世界にいる

者たちが、基礎研究の名の下に、現実社会

の課題解決に迫っている仕事に追いついて

いないことから生じる、私を含め、大学の

研究者が社会人研究者を指導する際の限界

に反省すべき点である。（著者は、「脱物質

主義に関する時系列データのある質問は１

つのみで分析したのは、限界がある」（p.347）

と明記しているので、本当は諸般の事情で

やむなく書いた部分のようにも思える。） 

あえてアカデミックな議論に応じて言え

ば、特に、本書で扱われている Inglehart の

理論が 30 年以上前のままのように見える。

実際には、Inglehart 自身も決してアカデ

ミックにとどまった議論が目的ではなく、

世界の安寧秩序のために真剣に研究をして
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きたのであり、その理論はこの数十年で

データの蓄積とともに進化し続け、最近の

著作では過去の主張を再考し、「社会的進化

論」の視点から展開している。その視点か

ら見れば、「生存原理」の基本として、文化、

民族、人種、人格などの多様性は社会全体

の生存、発展に有利であることが導かれる

はずである。したがって、過去に Inglehart

が主張していた「ポストモダン」のように

世界の人々が１つの流れに収束することは

なく、むしろ、ますます多様化する傾向が

あることが予期されたはずである。このあ

たりの議論を敷衍すれば、評者の「文化多

様体解析」の考えとも通ずるものがある(吉

野[2016],統計数理,63(2) 203-228)。 

 

再び、社会的責任に向かいあおう。本書

を読んでいて、概ね、賛成派と反対派に偏

らぬ立場を維持しようと最善の努力をして

いるように思える。しかしながら、科学的

知見の点で、私にはどうも受け入れがたい

幾箇所かの記述が気になった。例えば、住

民調査で人々が電気料金は気にするが、マ

クロ経済や雇用の問題はあまり考えていな

いなどの状況を指摘しているが、これは政

治のあり方と責任、住民に求める意識との

峻別に留意すべきで、その住民の状態は直

ちに責めを負うものではないのではなかろ

うか。 

リスクの要素についての議論では、フク

シマ後、「どんなに微量でも有害性を否定で

きないという認識」は低減されてきたが、

時間経過で一部は回帰し、「放射線の健康影

響に関する認識は修正されにくい」として

いる。しかし、人間は臆病であるが故に、永

年にわたる生存継続を可能としてきたので

ある。各時代に証明されている知識だけに

頼っては、生存継続は可能ではなかったか

もしれない。人々が「現行の科学知識」を受

け入れないといっても、それは非科学的と

はならない。数十年前のがんの治療法の少

なくとも幾つかは、今日から見れば明らか

に寿命を縮める不適切なものであったろう。

科学の論理は大切である。しかし、人間は

狭い科学だけに頼って生きているのではな

く、それ故に生存継続可能であったのであ

ろう。これは Inglehart（p.346）について

も同様で、20 年以上前の世界で彼は「原子

力は、脱物質主義者が反対するすべての象

徴」になりつつあると記していたが、最新

の彼の理論からはどうであろうか？ 

これ以上の深い議論は、読者の方々にお

任せしたい。因みに、『日本人は右傾化した

のか』（田辺俊介編著,2019,勁草書房）の９

章「脱原発 誰がなぜ原発に反対するのか」

（阪口祐介）も参考となろう。 

 

総じて、本書は世論調査協会、行動計量

学会、社会調査協会、統計学会、社会学会、

政治学会など、実証的データに基づく研究

を志向する方々には、研究テーマによらず、

必読の書としたい。 
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